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 令和２年の中央労働基準監督署管内の労働災害による死傷者数（休業４日以上）は、 

前年と比べて２人増加し、９７６人となりました。 

    また、死亡者数は４人で、前年よりも１人増えました。 

 

 平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年 令和２年 

全産業死傷者数 １００１ ９９２ １０５０ ９７４ ９７６ 

全産業死亡者数 １０ ７ ３ ３ ４ 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

令和２年の業種別死傷災害発生状況 

 令和２年の死傷者数は、

９７６人となり、前年と比

較して２人（０．２％）増

加しました。 

 「その他」の割合が２８．

４％と最も高く、「清掃・と

畜業」が１９．４％、「接客・

娯楽業」が１４．８％と続い

ています。 

１ 

974 

1050 

992 

1001 

976 



3 
 

0 200 400 600 800 1000 1200

平成２８年

平成２９年

平成３０年

令和元年

令和２年

167

138

111

218

171

300

341

406

274

260

168

159

165

140

144

71

67

82

55

52

36

49

44

52

54 129
墜落・転落

転倒

動作の反動・無理な動作

はさまれ・巻き込まれ

交通事故

切れ・こすれ

激突され

飛来・落下

激突

高温低温との接触

崩壊・倒壊

その他

墜落・転落

171人
17.5%

転倒

260人
26.6%動作の反動・

無理な動作

144人
14.8%

はさまれ・

巻き込まれ

52人 5.3％

交通事故

54人
5.5%

切れ・

こすれ

37人
3.8%

激突され

14人
1.4%

飛来・落下

34人
3.5%

激突

51人
5.2%

高温低温

との接触

20人
2.1%

崩壊・倒壊

10人
1.0%

その他

129人
13.2%

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

令和２年 事故の型別死傷災害発生状況 

 令和２年は、前年と比べて、「墜落・転落」（－４７人）、「転倒」(－１４人)が減少し

た一方で、「その他」（１２９人）が大幅に増加しました。「その他」の中には、新型コロ

ナウイルス感染症が含まれます。 

 過去５年を見ると、「墜落・転落」、「転倒」、「動作の反動・無理な動作」、「はさま

れ・巻き込まれ」、「交通事故」が増減を繰り返しながらも、全体に占める割合が高い傾向

にあります。 
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令和２年 （１）業種別による事故の型 

 

製造業 
２０人 

 

建設業 
１２４人 

運輸 

交通業 
３７人 

商業 
１２５人 

 事故の型でみると、製造業では「はさまれ・巻き込まれ」が、建設業では

「その他」を除くと「墜落・転落」が、運輸交通業では「転倒」と「動作の

反動・無理な動作」が、商業では「転倒」が多く発生しています。 
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商業 

１２５人 

（２）業種別による起因物別 
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１２４人 
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３７人 

 起因物別でみると、最も

多いのは、製造業と建設業

はともに、「その他」が、運

輸交通業と商業はともに、

「仮設物・建築物・構築物

等」となっています。 
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令和２年 

 年齢別で見ると６０歳

代が２９５人と最も多

く、５０歳代の２２１

人、４０歳代の１６８人

と続いています。 

 高年齢者（５０歳代以

上）については、５１６

人と全体の半数以上を占

めています。 

 

５ 

 過去５年間の状況をみると、令和元年を除くと、年代が上がるほど労

働災害が増加する傾向があります。 
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６ 

 主な第三次産業（ここでは、卸売業、小売業、その他の商業、飲食店、ビルメンテナンス

業をいう。）における死傷者数は、令和２年は４１５人で、令和元年の４３８人から２３人

減少しましたが、全産業の４割以上を占めます。 

 令和２年の内訳は、ビルメンテナンス業（１７９人）が最も多く、飲食店（１１４人）、

小売業（７１人）と続いています。 

依然として多い第三次産業の転倒災害 
（保健衛生・商業・接客娯楽・清掃・その他） 

 転倒災害（全業種２６０

人）について、第３次産業

(商業・保健衛生・接客娯

楽・ビルメンテナンス業、

その他)が業種全体の９５％

以上を占めています。 

第三次産業の中では、

「その他の事業」が最も多

くなっています。 

その他の事業には、企業

本社も含まれます。 
令和２年 

主な三次産業 
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 平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年 令和２年 

全産業死傷者数 １００１ ９９２ １０５０ ９７４ ９７６ 

全産業死亡者数 １５ ７ ３ ３ ４ 

建設業死傷者数 １３１ １４６ １１３ ９２ １２４ 

建設業死亡者数 ７ ５ ２ ０ ０ 

   

  
 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２８～令和２年 
（過去５年） 

７ 

 建設業における死傷者数は、長期的に減少傾向にあり、令和元年には９２件まで

減少しましたが、令和２年は１２４件と増加に転じました。 

 事故の型では「墜落・転落」が多く、起因物では「仮設物・建築物・構築物等」

が多くなっています。 

 死亡災害は、令和元年、令和２年と発生していません。 

 建築工事が建設業全体

の約８割を占め、土木工

事が１割強、その他の建

設が１割弱を占める状況

が続いています。 

 事故の型別でみると、

「その他」（３８人）と

「墜落・転落」（３７

人）が非常に多く、「は

さまれ・巻き込まれ」、

「飛来・落下」と続いて

います。 
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事故の型別発生状況

令和２年 



9 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年 

主な起因物を見ると、「新型コロナウイルス」が突出して多く、「はしご等」、

「トラック」、「乗用車・バス・バイク」による災害も多く見られます。 

 起因物（大分類）では、

「その他」が３５人（２

８％）で最も多く、次いで

「仮設物・建築物・構築

物」が２７人（２２％）と

多く、「その他の装置」２

２人（１８％）、「物上げ

装置・運搬機械」１９人

（１５％）と続いていま

す。 

 起因物で２番目に多い「仮設

物・建築物・構築物」の事故の型

を見ると、「転落・墜落」が最多

で全体の半数以上を占めていま

す。 
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動力機械

12人
10% 物上げ装置・

運搬機械

19人
15%

その他の

装置

22人
18%

仮設物・

建築物・

構築物等

27人
22%

物質・材料

4人
3%

荷

2人
2％

環境等

3人
2%

その他

35人
28％

起因物別発生状況（大分類）
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令和２年 

 建設業の労働災害件数は、増減を繰り返していますが、建設業の全労働災害件数に

占める墜落・転落災害の割合は３０～４０％を占め、依然高い傾向にあります。 

 年齢別の災害発生状況をみる

と、２０歳代と３０歳代がやや

多い傾向にあります。また、４

０歳代～６０歳代は同数となっ

ています。 

全体に占める高年齢者（５０

歳以上）の割合は、４割弱とな

っています。 

 経験年数別でみると、経験５年

未満の「未熟練、不慣れ」による

災害も多いですが、経験１０年以

上の者が全体の６割近くを占め

ており、「熟練者の慣れ等」が起

因する災害も多く発生していま

す。 
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年齢別災害発生状況
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 時間別災害発生状況をみると、９時台、１１時台、１３時台に多いほか、深夜時間帯

にも発生する傾向にあります。 

 月別災害発生状況をみると、７月が突出して多く、１月と９月が少ない傾向にあり

ます。 

 曜日別災害発生状況をみると、週前半の月曜と火曜に多く発生する傾

向にあります。 
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23

15

曜日別災害発生状況
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 平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年 令和２年 

全産業死傷者数 １００１ ９９２ １０５０ ９７４ ９７６ 

全産業死亡者数 １０ ７ ３ ３ ４ 

接客娯楽死傷者数 １３８ １４９ １５０ １４８ １４４ 

接客娯楽死亡者数 ０ ０ ０ ０ ０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 接客娯楽業は、全産業の中でも約１５％を占め、全業種の中では「そ

の他の事業」、「清掃・と畜業」の次に多くなっています。 

 過去５年では、減少傾向は見られません。 
 

８ 

令和２年 

 業種別に見ると、飲

食店が全体の約８割

を占めています。 

旅館業

21人
15%

飲食店

114人
79%

その他の

接客

9人
6%

業種別災害発生状況

0 5 10 15 20 25 30 35 40

墜落・転落

転倒

激突

飛来・落下

崩壊・倒壊

激突され

はさまれ・巻き込まれ

切れ・こすれ

高温・低温の物との接触

交通事故（道路）

動作の反動・無理な動作

その他

21
40

4
8

2
0

8
23

11
4

19
4

事故の型別災害発生状況
 事故の型別でみると「転

倒」（４０人）が最も多く、

「切れ・こすれ」（２３人）、

「転倒」（２１人）、「動作

の反動・無理な動作」（１

９人）と続き、この４つを

合わせると、全体の半数を

占めています。 
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令和２年 

 起因物別では、「仮設物・

建築物・構築物等」が５９人

（４１％）と最も多く、「そ

の他の装置」が５０人（３

５％）と続いています。 

 これらを合わせると、全体

の３／４を占めています。 

 起因物で２番目に多い「その他の装置」の内

訳を見ると、「包丁」が最多で、「脚立」や「な

べ」に起因するものも目立っています。 

 年齢別の災害発生状況を

みると、２０歳代が３５人

（２４％）と最も多く、続い

て６０歳以上の３３人（２

３％）となっています。 

 ５０歳以上の高年齢者は

全体の３割程度で、他の業種

よりも少ない傾向にありま

す。 

動力機械

6人
4%

物上げ装置・

運搬機械

3人
2%

その他の装置

50人
35%

仮設物・

建築物・

構築物等

59人
41%

物質・材料

6人
4%

荷

8人 6%

環境等

2人
1%

その他

10人
7%

起因物別災害発生状況

通路

階段

作業床

扉

0
10

20

16

10

10

6

起因物「仮設物・建築物・構築物等」の内訳

（2件以上のもの N=40）

包丁

脚立

なべ

皿

グラス

保温容器

台車

トレー

0
5

10
15

12
6
6

4
3
3
3

2

起因物「その他の装置」の内訳

（2件以上のもの N=39）

 起因物で最も多い「仮設物・建築物・構築

物等」の内訳を見ると、「通路」が最多で、

「階段」「作業床」に起因するものも目立っ

ています。 

20歳未満

14人
10%

20～29歳
35人
24%

30～39歳
21人
15%

40～49歳
26人
18%

50～59歳
15人
10%

60歳以上

33人
23%

年齢別別発生状況
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令和２年 

 経験年数別では、１年未満

４０人（２８％）と１～５年未

満の５２人（３６％）で、全体

の約２／３を占める状況で、

未熟練、不慣れの労働者が多

く被災しています。 

 月別災害発生状況をみると、１月、２月、１０月が多く、４月が少ない傾向にあり

ます。 

時間別災害発生状況をみると、昼前（１０時台）と昼すぎ（１４時、１５時台）

が多く、深夜時間帯以外では、１８時台が少ない傾向にあります。 

1年未満

40人
27.8%

1～５年未満

52人
36.1%

５～１０年

未満

15人
10.4%

１０～２０年

未満

25人
17.3%

２０～３０年

6人
4.2%

３０年～

6人
4.2％

経験年数別災害発生状況

0

5

10

15

20

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

20
18

9

3
5

16
14

10 10

19

10 10

月別災害発生状況

0
5

10
15
20
25

2 1 2 2 3 4 6

21

10
7

12 13 14
9 9

4 5
9 7

4

時間別災害発生状況
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0 5 10 15 20 25 30 35

墜落・転落

転倒

激突

飛来・落下

崩壊・倒壊

激突され

はさまれ・巻き込まれ

切れ・こすれ

高温・低温の物との接触

交通事故（道路）

動作の反動・無理な動作

その他

12
32

6
4

0
1

2
2

3
2

5
2

事故の型別災害発生状況

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年 令和２年 

全産業死傷者数 １００１ ９９２ １０５０ ９７４ ９７６ 

全産業死亡者数 １０ ７ ３ ３ ４ 

小売業死傷者数 １０４ ７６ １０１ １０４ ７１ 

小売業死亡者数 １ ０ ０ ０ ０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 

 商業全体を業種別に

見ると、小売業が最も

多く、過半数を占めて

います。 

令和２年 

 小売業は、商業の中で最も多く、過去５年で見ると、平成２９年と令

和２年は減少しましたが、増減を繰り返しています。 

全産業に占める割合は、７～１０％程度になっています。 
 

 事故の型別でみると

「転倒」（３２人）が最も

多く、「墜落・転落」（１

２人）、「激突」（６人）

が続き、この３つを合わ

せると、全体の２／３以

上を占めています。 

卸売業

28人
22.4%

小売業

71人
56.8%

理美容業

3人
2.4%

その他の商業

23人
18.4％

業種別災害発生状況
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 起因物別では、「仮設物・

建築物・構築物等」が３８人

（５４％）と最も多く、「そ

の他の装置」が１４人（２

０％）と続いています。 

 この２つを合わせると、全

体の２／３以上を占めていま

す。 

 年齢別の災害発生状況を

みると、５０歳代が２３人

（３２％）と最も多く、続い

て６０歳代の１５人（２

１％）となっています。 

 ２０歳代以下の発生が９

人（１３％）で、他の世代よ

り少ない傾向にあります。 

令和２年 

 起因物で最も多い「仮設物・

建築物・構築物等」の内訳を見

ると、「通路」、「階段」、「作

業床」、「段差」に起因するもの

が複数発生しています。 

動力機械

1人
1% 物上げ装置・

運搬機械

3人
4%

その他の装置

14人
20%

仮設物・

建築物・

構築物等

38人
54%

物質・材料

1人
1%

荷

5人
7%

環境等

2人
3%

その他

7人
10%

起因物別災害発生状況

通路

階段

作業床

段差

0
5

10
15

14

10

6

2

起因物「仮設物・建築物・構築物等」の内訳
（2件以上のもの n=32）

20歳未満

0人
0% 20～29歳

9人
13%

30～39歳
14人
20%

40～49歳
10人
14%

50～59歳
23人
32%

60歳以上

15人
21%

年齢別発生状況
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 月別災害発生状況をみると、６月が最も多く、７月が少ない傾向にあります。 

時間別災害発生状況をみると、１２時台と１５時台が多く、１８時台が少ない

傾向にあります。深夜・早朝時間帯は少なくなっています。 

令和２年 

 経験年数別では、１年未満

１１人（１６％）と１～５年未

満の３２人（３２％）で、全体

の半数弱を占め、未熟練、不慣

れの労働者が多く被災してい

ます。 

1年未満

11人
16%

1～５年未満

23人
32%

５～１０年

未満

22人
31%

１０～２０年

未満

11人
16%

２０～３０

年

3人
4%

３０年～

1人
1％

経験年数別災害発生状況

0
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4

6

8

10

12

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

4

7
6

3

6

12

1

5
7 7

5

8

月別災害発生状況

0

2

4

6

8

1
2

1

4
6 6 6

8

5
6

7

4
3

1
3 3 3

2

時間別災害発生状況



18 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年 令和２年 

全産業死傷者数 １００１ ９９２ １０５０ ９７４ ９７６ 

全産業死亡者数 １０ ７ ３ ３ ４ 

ﾋﾞﾙﾒﾝﾃﾅﾝｽ死傷者数 １４４ １４６ １６８ １５７ １７９ 

ﾋﾞﾙﾒﾝﾃﾅﾝｽ死亡者数 ０ ０ ０ １ ０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 10 20 30 40 50 60

墜落・転落

転倒

激突

飛来・落下

崩壊・倒壊

激突され

はさまれ・巻き込まれ

切れ・こすれ

有害物との接触

交通事故（道路）

動作の反動・無理な動作

その他

32
60

21
3
3
3

7
2
2
2

38
6

事故の型別災害発生状況

10 

令和２年 

 ビルメンテナンス業は、全産業の中でも２割弱を占め、全業種の中では「そ

の他の事業」の次に多くなっています。 

 過去５年を見ると、増加傾向にあり、令和元年は死亡が１件発生していま

す。 

 業種別に見ると、ビ

ルメンテナンス業は、

清掃・と畜業の一つで

すが、その９割以上を

占めています。 

 事故の型別でみると

「転倒」（６０人）が最も

多く、「動作の反動・無理

な動作」（３８人）、「墜

落・転落」（３２人）と続

き、この３つを合わせる

と、全体の３／４以上を

占めています。 

ビルメンテナンス

179人
94.7%

産業廃棄物

1人
0.5%

その他の廃棄物

4人
2.1%

その他の清掃・と畜

5人
2.7%

業種別災害発生状況
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令和２年 

 起因物別では、「仮設物・

建築物・構築物等」が１１０

人（６２％）と最も多く、「そ

の他の装置」が３６人（２

０％）と続いています。 

 これらを合わせると、全体

の約８割を占めています。 

 年齢別の災害発生状況を

みると、６０歳代が１０２人

（５７％）と突出して多く、

続いて５０歳代の３８人（２

１％）となっています。 

 全体の約８割が５０歳以

上の高年齢者によるもので

す。 

 経験年数別では、１年未満

４０人（２２％）と１～５年未

満の６５人（３６％）で、全体

の半数以上を占める状況で、

未熟練、不慣れの労働者が多

く被災しています。 

動力機械

1人
0.6%

物上げ装置・

運搬機械

3人
1.7% その他の装置

36人
20.1%

仮設物・

建築物・

構築物等

110人
61.4%

物質・材料

3人
1.7%

荷

9人
5%

環境等

1人
0.6%

その他

16人
8.9%

起因物別災害発生状況

20歳未満

1人
1%

20～29歳
4人
2%

30～39歳
11人
6%

40～49歳
23人
13%

50～59歳
38人
21%

60歳以上

102人
57%

年齢別発生状況

1年未満

40人
22%

1～５年未満

65人
36%

５～１０年

未満

39人
22%

１０～２０年

未満

30人
17%

２０～３０年

2人
1%

３０年～

3人
2％

経験年数別災害発生状況
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曜日別災害発生状況をみると、平日では月曜、火曜が多く、水曜が比較

的少ない傾向にあります。 

令和２年 

 月別災害発生状況をみると、９月と１２月が多く、５月が少ない傾向にあります。 

時間別災害発生状況をみると、９時台が突出して多く、１１時台、１３時台と

続き、午前中に多発する傾向にあります。 

0

5

10

15

20

25

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

12
16

12
9

7

17
14

16

24

16
14

22

月別災害発生状況

0

10

20

30

40

2 1 2
7 11 12

38

15
23

5

16 14 12
5 5 2

7
1 1

時間別災害発生状況

0

5

10

15

20

25

30

35

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日

11

35 35

25
31

27

15

曜日別災害発生状況
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 平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年 令和２年 

全産業死傷者数 １００１ ９９２ １０５０ ９７４ ９７６ 

全産業死亡者数 １０ ７ ３ ３ ４ 

その他死傷者数 ２９７ ３２６ ３４７ ３３６ ３３０ 

その他死亡者数 ３ ２ ０ ０ ４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「その他の業種」（ここでは、農林業、畜産・水産業、金融・広告業、映画・演劇業、通信

業、教育・研究業・保健衛生業、官公署、派遣業、警備業、情報処理サービス業、その他とし

ます。）は、全産業の約１／３になり、過去５年を見ると、増加傾向にありました。 

令和２年の死亡災害は、全て「その他の業種」で発生しています。 

11 

令和２年 

 その他の業種をさらに

業種別にみると、いずれの

業種に分類されない「その

他」が全体の過半数を占め

ますが、これを除くと、「保

健衛生業」53 人(16.1%)、

「金融・広告業」25 人

(7.6%)、「警備業」19 人

(5.8％)が多くなっていま

す。 

農林業

1件 0.3％

金融・広告業

25人
7.6%

映画・演劇業

3人
0.9%

通信業

20人
6.1%

教育業・研究

7人
2.1%

保健・衛生業

53人
16.1%

官公所署

6人1.8％
派遣業

8人
2.4％

警備業

19人
5.8％情報処理サービス業

7人 2.1％

その他

181人
54.8％

業種別災害発生状況

0 20 40 60 80 100

墜落・転落

転倒

激突

飛来・落下

崩壊・倒壊

激突され

はさまれ・巻き込まれ

切れ・こすれ

高温・低温の物との接触

交通事故（道路）

動作の反動・無理な動作

その他

52
95

11
4

1
5

10
4
4

26
50

68

事故の型別災害発生状況

 事故の型別でみると

「転倒」（95 人）が最も

多く、「墜落・転落」（52

人）、腰痛等の「動作の反

動・無理な動作」（50 人）、

と続き、この３つを合わ

せると、全体の約６割を

占めます。 
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令和２年 

 起因物別では、「仮設物・

建築物・構築物等」が 118 人

（35.8％）と最も多く、「そ

の他」が 98 人（29.7％）、と

続いています。 

 「その他」には、新型コロ

ナウイルス感染症が含まれ

ます。 

 起因物で最も多い仮設物・建

築物・構築物等の内訳をみると、

「階段」、「通路」、「作業床」

に起因するものが多くなってい

ます。 

 年齢別の災害発生状況をみ

ると、60 歳代以上が 88 人

（27％）と最も多く、続いて

50 歳代の 87 人（26％）とな

っています。 

 半数以上が５０歳以上の高

年齢労働者によるものです。 

動力機械

3人
0.9%

物上げ装置・

運搬機械

36人
10.9%

その他の装置

40人
12.1%

仮設物・

建築物・

構築物等

118人
35.8%物質・材料

1人
0.3%

荷

24人
7.3%

環境等

10人
3.0%

その他

98人
29.7%

起因物別災害発生状況

階段

通路

作業床

縁石

段差

柵

0 10 20 30 40

34

30

23

4

3

2

起因物「仮設物・建築物・構築物等」の内訳
２件以上のもの（N=96)

20歳未満

2人
0.6%

20～29歳
49人

14.8%

30～39歳
46人

13.9%

40～49歳
58人

17.6%

50～59歳
87人

26.4%

60歳以上

88人
26.7%

年齢別発生状況
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令和２年 

 経験年数別では、１年未満

71 人（22％）と１～５年未満

の 120 人（36％）で、過半数を

占め、未熟練、不慣れの労働者

が多く被災する傾向にありま

す。 

 月別災害発生状況をみると、４月と６月が多く、５月が少ない傾向にあります。 

時間別災害発生状況をみると、昼前（１０、１１時台）と昼過ぎ（１４時台）

が多く発生していますが、朝７時台から１１時台にかけては、時間の経過ととも

に多くなる傾向にもあります。 

1年未満

71人
21.5%

.41～５年未

満

120人
36.4%

５～１０年

未満

54人
16.4%

１０～２０年

未満

58人
17.6%

２０～３０年

15人
4.5%

３０年～

12人
3.6％

経験年数別災害発生状況

0
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１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

28
23 23

43

15

40

22 24
33

22 24
33

月別災害発生状況

0

10

20

30

40

4 2 3 1 3 3

16
22 24

32
39

28
23

30

19 21
16 15

10 12
3 2 2

時間別災害発生状況


